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総務省における教育情報化政策
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総務省 情報通信利用促進課
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教育×ICT  トリプルAの意義教育×ICT  トリプルAの意義

Active Adaptive

Assistive

総務省は、情報通信技術の側面から、トリプルAのICT活用をサポート総務省は、情報通信技術の側面から、トリプルAのICT活用をサポート
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SavableSavable
教職員の負担や

コストを軽減

SecureSecure
データを安全・安心

に保存・利活用

Scalable
児童生徒数や利用
の増減等に即応

Seamless
学校・家庭・地域等
で切れ目なく活用

for for 
school

クラウドのメリット（４Ｓ）
２

先導的教育システム実証事業

平成28年度予算（案）額 3億円

計画期間:平成26年度〜28年度

クラウドのメリットを最大限に活かす教育ＩＣＴシステム、具体的には、端末や
ＯＳを選ばず、いつでも・どこでも多様なデジタル教材を利用でき、低コストで導
入・運用可能な「教育クラウド・プラットフォーム」を、文部科学省と連携しつつ、
実証。

その成果を踏まえ、教育クラウド・プラットフォームの標準化を行い、オープン
ソース化のうえ、広く普及。

企業、ＮＰＯ、大学など多様な主体の参画の下、①学校・家庭・地域の連携、
②地域活性化・まちおこし、③最先端学習スタイルの実現に資するモデルを、
教育クラウド・プラットフォームを活用しつつ実証し、多様な活用事例を提示。

教育クラウド・プラットフォームの標準化・普及

ICTドリームスクールイノベーション実証研究

2016年2月現在、世界6か国、71の学校等の8,894名が総務省クラウドを利用中

３

(小28 中19 高7 他17校)



古河市立古河第五小学校

先導的教育システム実証事業 実施校（国内）

東京都立光明特別支援学校
東京都立光明特別支援学校

そよ風分教室

新潟大学教育学部付属
新潟小学校

兵庫県立神戸商業高校
兵庫県立あわじ特別支援学校

吉賀町教育委員会
（公設民営塾にて運営）

霧島市立向花小学校

宮古島市立下地中学校

大阪府立
東百舌鳥高等学校

掛川市立倉真小学校
掛川市立大須賀中学校

静岡県立浜松西高等学校中等部
静岡県立袋井高等学校

天塩郡遠別町立遠別小学校
天塩郡遠別町立遠別中学校

草津市立志津小学校
草津市立草津小学校
草津市立老上中学校

島前ふるさと魅力化財団
隠岐國学習センター ※
島根県立隠岐島前高等学校

多摩市立愛和小学校 ※

つくばみらい市立小絹小学校
つくばみらい市立小絹中学校
春日学園つくば市立春日小学校
春日学園つくば市立春日中学校

横浜市立白幡小学校
横浜市立若葉台特別支援学校

度会郡南伊勢
町立南島東小学校

生駒市ことばの教室

きたがた

武雄市立北方小学校
きたがた

武雄市立北方中学校
ありた

佐賀県立有田工業高等学校
なかばる

佐賀県立中原特別支援学校

すわだい

荒川区立諏訪台中学校
だいさんはけた

荒川区立第三峡田小学校
おぐ

荒川区立尾久小学校
だいににっぽり

荒川区立第二日暮里小学校

ふくだ

新地町立福田小学校
しんち

新地町立新地小学校
こまがみね

新地町立駒ケ嶺小学校
しょうえい

新地町立尚英中学校

佐賀県

福島県新地町

東京都荒川区

五泉市立五泉小学校

実証校（１２校）

検証協力校（３１校）

渋谷区立猿楽小学校
世田谷区立笹原小学校
世田谷区立桜丘小学校
世田谷区立桜丘中学校

フリースクールこが
フリースクールそうわ
フリースクールさんわ

登米市立中津山小学校

八王子市立第一中学校

宮古島市立平良第一小学校
宮古島市立平良中学校

琉球大学
教育学部

付属小学校

奈良女子大学付属
中等教育学校
葛城市立新庄中学校

岡山県立
城東高等学校

大川村立
大川小中学校

福岡市立住吉中学校

京都府立
清明高等学校

箕面市立第三中学校

益田市立益田東中学校

宍粟市立都多小学校
西脇市立西脇小学校

ドリームスクール実践モデル校（２５校）
※下線の２校（隠岐國学習センター、愛和小学校）は

検証協力校としても参画

NPO法人ｱｰﾓﾝﾄﾞ ｺﾐｭﾆﾃｨ ﾈｯﾄﾜｰｸ

４

先導的教育システム実証事業 実施校（海外）

マーストリヒト日本語

イスタンブル日本人

リマ日本人学校

リヤド日本人

検証協力校 ５校

５



教育クラウド・プラットフォームの全体像

教材共有利用ログデジタル教材・
ツール

LAN環境／モバイルネットワーク

固定系／移動系を
問わずつながる

校外学習学校内 家庭・地域等

データ

全国の教員同士で
自作教材を共有

学習記録データ等を、今後
の学習・教育等に有効活用

ブラウザベースで
軽快に動く多様な
HTML5コンテンツ

児童生徒と教員等の
連絡・交流機能も

一回のログインで全ての機能を
利用可能（シングルサインオン）

認証基盤

ポータル

端末やＯＳを問
わず、シームレ
スに利用できる

６

ポータル画面（児童生徒）

多様なアプリ

（シングルサインオン

で利用可能）

多様なアプリ

（シングルサインオン

で利用可能）

教員・児童生徒間の

連絡・交流機能

（掲示板・SNS等）

学習履歴を確認学習履歴を確認

行動履歴を確認行動履歴を確認
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ポータル画面（教員）

自作教材を校内・全

国の教員と共有

自作教材を校内・全

国の教員と共有

学級全体、各児童生徒

の学習状況を即時に

確認可能

学級全体、各児童生徒

の学習状況を即時に

確認可能

メッセージを読んだ者、

課題を提出した者等を

一覧で即時に把握可能

メッセージを読んだ者、

課題を提出した者等を

一覧で即時に把握可能
課題の指示・配布、

回収も簡単

課題の指示・配布、

回収も簡単

※学級全体だけでなく、特
定の児童生徒やグループ
とのやりとりも可能。

８

学習ログの確認画面（児童生徒）

アプリごとのアクセス回数

を一覧で把握

アプリごとのアクセス回数

を一覧で把握

※今後、ログの項目を
更に拡大する予定。
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学習ログの確認画面（教員）

各
ア
プ
リ
の
生
徒
毎
の
ア
ク
セ
ス
回
数

特
定
の
児
童
生
徒
の
ア
ク
セ
ス
状
況

※今後、ログの項目を
更に拡大する予定。
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＋ アプリごとに、多様なデータを把握・活用可能

▲指導者は、生徒の単元ごとの進捗や正答率を即時に
一覧で把握可能

▲生徒ごとに、回答に要した時間や正答率、苦手な問題
の傾向まで把握可能

習熟度マップ「BRIQ」（トレッド株式会社が実証中）

１つのマスが１つの単元に対応
（１マスには最大10問の問題が
対応）。

正答率が高くなるほど、色が薄
く表示。最後は真っ白に。

５年生の特定の問題が解けた場
合、これにより理解できていると
考えられる４年生、３年生のマス
目も薄く変色。

３年生の問題 ４年生の問題 ５年生の問題

発言マップ機能（School Takt）

▲生徒同士で誰が誰にコメントしたかを可視化
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教員の自作教材の共有画面

レイティング情報 公開範囲は、校内、教委内、すべての３パターンで選択可能

教員や技術者等が、ハッカソン・アイデアソンを通じて教材を制作し、
クラウドにアップして、共有する動きも
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家 庭

教員

生徒

①SNSを通じ課題（自
作動画）を提示

協働学習アプリ
（School Takt）

⑤一斉視聴

③課題提出

⑥個別学習

⑦意見整理

学 校

②視聴

⑧全体発表

④家庭学習の状況を
即時に把握しつつ
授業の準備

教育クラウド・プラットフォームの活用例①

⑨まとめ

シームレスに、アクティブラーニング

佐賀県武雄市立北方中学校の事例
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教育クラウド・プラットフォームの活用例②

困難に負けず、学びを継続

佐賀県立中原特別支援学校イスタンブル日本人学校

今年度、安全対策で６日間にわたり休校
を余儀なくされた。しかし、クラウドのSNSで
休校を連絡しつつ、クラウド上の教材を課
題として与え、児童生徒の学習状況を把握
しながら、教育活動を継続。

一時帰国時や長期休業中も、クラウドを有
効に活用。→ 学校の危機管理にも

A君は病弱で、毎日学校に通うことは難し

い。しかし、欠席せざるをえないときも、クラ
ウド上のコンテンツで自宅学習。教員はその
状況をリアルタイムで確認しつつ、クラウドの
SNSなどを通じ、指導・激励。
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TEK Web教育ｼﾘｰｽﾞ

学習者用
デジタル教材

クリッパ！

協働学習
（授業支援）

個別学習 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 動画クリップ

教育クラウド・プラットフォームの活用例③
学校現場のニーズに応じ、多種多様な教材を利活用

種別ごとに、複数のコンテンツを用意。今後、ベンチャー（Edtech）のものを含

む多様なコンテンツを利用可能な「オープンマーケットプレイス」を実装予定。
教員による評価情報・活用情報も参照可能に。

＋
ネット上の動画
等を指定し、閲
覧させることも
簡単

どの児童生徒が閲
覧したか、即時に把
握可能

教材は無尽蔵
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コンテンツの利用状況

1,302アクセス

H27.4
36,409アクセス

H27.11
14,058アクセス

H28.2

○ １学期（４月）に比べ、２学期、３学期には、コンテンツへのアクセス数が１０倍～２８倍まで増加。
○ 当初は、個別学習コンテンツ（ドリル）中心の利用であったが、その後、協働学習コンテンツの利用が拡大。

授業の中でのアクティブ・ラーニング等に活用。
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45%

28%

6%

21%

38%

15%

1%

46%

個別学習

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ型

動画

協働学習

46%

12%

4%

38%

どの教材が、どの程度利用されているか、リアルタイムで把握可能。利用が低調なものについ

ては、入れ替えたり、教員研修を追加実施したりするなど、導入した教材を最大限有効に活用す
べく、教育委員会や学校等においてデータに基づきマネジメント。

18

教育クラウド・プラットフォームの活用例④

教材の活用状況を可視化し、マネジメント

17 



学校外での利用を含め、児童生徒や教職員の利用時間を可視化でき、学習や勤務の状況を
的確に踏まえたマネジメントが容易に。

教育クラウド・プラットフォームの活用例⑤
児童生徒・教員の利用時間を可視化し、マネジメント
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官民挙げて、教育クラウド・プラットフォームを普及

ＩＣＴ ＣＯＮＮＥＣＴ ２１（みらいのまなび共創会議）

【会長】
赤堀 侃司 一般社団法人日本教育情報化振興会会長

【メンバー】法人・団体128 個人1,128  (2015年12月4日現在)

＜アライアンス団体＞団体14
Windowsクラスルーム協議会
特定非営利活動法人ASP・SaaS・クラウドコンソーシアム
一般社団法人eラーニング アワード フォーラム運営事務局
公益財団法人学習ソフトウェア情報研究センター
一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会
一般財団法人全国地域情報化推進協会
デジタル教科書教材協議会
特定非営利活動法人日本イーラーニングコンソシアム
一般社団法人日本オープンオンライン教育推進協議会
一般社団法人日本教育情報化振興会
一般財団法人日本視聴覚教育協会
公益財団法人日本数学検定協会
日本デジタル教科書学会
一般社団法人日本電子出版協会

＜パートナー＞法人・団体 77
＜アソシエイト＞法人・団体 37 個人75
＜サポーター＞個人 1,053

【事務局】
一般社団法人日本教育情報化振興会

・学習・教育オープンプラット
フォームの普及促進
・認知向上と利用促進
・エコシステムのビジネス

デザインの検討

・国内外の標準規格の調査
と整理
・標準化の方法の検討
・標準化の推進

ビジョン委員会

普及推進ＷＧ 技術標準化ＷＧ

・学習・教育環境のあり方の検討と策定
・２０２０年に実現すべきエコシステムの提案

教育の情報化を推進していくための官民含めたオールジャパン体制の協議会として、
平成27年2月に発足。

教育クラウド・プラットフォームに関連する技術標準等を策定し、その普及を図り、教材コンテンツや
教育ICTサービス等の流通や利活用を促進する。

目
的
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クラウド

ネットワーク

サポート体制

総務省における今後の主な取組（構想）

○ 教育クラウド・プラットフォーム（学習系）の標準化と普及
（民間事業者間の連携・協調も促進）

○ 学習系と校務系のセキュアな情報連携の実証 等
（スマートスクール構想の実現に協力）

○ 基盤となる無線LAN等の整備支援

○ ネットワークの整備・運用に関する実践的ガイドブックの作成 等

○ 民間支援人材の確保・供給（プログラミング教育等）

○ ＩＣＴ環境整備・利活用推進に向けた全国キャラバン 等

天

地

人
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